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核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係

る細目等を定める告示（平成2年科学技術庁告示第5号）第41条第1項の規定に

より、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 核燃料輸送物の名称 

TK-52CHS型 

 

２ 核燃料輸送物設計承認番号 

J/2030/B(M)F-96 

 

３ 変更内容 

（１）原規規発第1903255号（平成31年3月25日付）により承認を受けた核

燃料輸送物設計承認申請書（平成27年7月3日付け本原原発第10号

（平成31年3月1日付け本原原発第50号をもって一部補正））（以下

「既承認申請書」という。）記載事項について別記のとおり変更す

る。 

（２）既承認申請書別紙について以下の変更を行う。 

・(イ)章「核燃料輸送物の説明」において使用予定年数、輸送容器の

使用予定回数及び貯蔵予定期間について追記する。 

・核燃料輸送物の経年変化に関しては、(ホ)章「安全上の特記事項」

に自主的に記載していたが、核燃料物質等の工場又は事業所の外に

おける運搬に関する規則（以下「外運搬規則」という。）及び核燃



料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準

に係る細目等を定める告示（以下「外運搬告示」という。）の改正

を踏まえ、改めて使用予定期間中の経年変化の評価を行った。その

結果を(ロ)章F「核燃料輸送物の経年変化の考慮」（追加）及び(ロ)

章G「外運搬規則及び外運搬告示に対する適合性の評価」（従前の

(ロ)章F）に記載する。なお、(ホ)章に記載していた経年変化に係る

説明は削除する。 

・(ハ)章「品質マネジメントの基本方針に係る説明」を削除し、(ニ)

章「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項」を

(ハ)章「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱方法」、(ホ)章

「安全上の特記事項」を(ニ)章「安全設計及び安全輸送に関する特

記事項」に変更する。 

・(ハ)章「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱方法」において取

扱方法及び保守条件の記載を変更する。 

（３）「輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に

関する説明書」を追加する。 

（４）その他記載の見直しを行う。 

 

４ 変更理由 

・外運搬規則及び外運搬告示が改正されたため。 

・核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に係る核燃料輸送物設

計承認及び容器承認等に関する申請手続ガイド（以下「申請手続ガイ

ド」という。）に基づき見直すため。 

・輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱方法を見直すため。 

・記載を適正化するため。 

 

［別紙］ 

１．輸送容器の設計及び核燃料物質等を当該輸送容器に収納した場合の核燃料

輸送物の安全性に関する説明書 

２.輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に関する説明

書 

 

［参考資料］ 

変更内容一覧 

 

以上



別記 

１ 核燃料輸送物の名称 

TK-52CHS型 

             

２ 輸送容器の外形寸法、重量及び主要材料 

（１）輸送容器の外形寸法 

外 径 ： 約 3.4m（上・下部緩衝体を含む） 

長 さ ： 約 6.8m（上・下部緩衝体を含む） 

 

（２）輸送容器の総重量 

113.5トン以下（輸送架台は含まず） 

 

（３）核燃料輸送物の総重量 

129.7トン以下（輸送架台は含まず） 

 

（４）輸送容器の主要材料 

第 1表のとおり。 

 

（５）輸送容器の概略を示す図 

第 1図及び第 2図のとおり。 

詳細形状は、本核燃料輸送物の設計変更承認申請書（以下「申請書」

という。）に係る別紙 1の(イ)-第 C.1図から(イ)-第 C.15図まで及び

(イ)-第 D.1図から(イ)-第 D.2図に示すとおり。 

 

３ 核燃料輸送物の種類 

 BM型輸送物及び核分裂性輸送物 

 

４ 収納する核燃料物質等の種類、性状、重量及び放射能の量 

 第 2表のとおり。 

 なお、表面から 1mの距離における空気吸収線量率は 1グレイ毎時を超

える。 

 

５ 輸送制限個数 

（１）輸送制限個数 ： 制限なし 

（２）配列方法   ： 任意 

（３）臨界安全指数 ： 0 

 

６ 運搬中に予想される周囲の温度の範囲 

   -20～38℃ 



 

 

７ 収納物の臨界防止のための核燃料輸送物の構造に関する事項 

本輸送容器には、燃料集合体を収納するバスケットが用いられ、輸送中

燃料集合体が分散・集合しないようになっている。また、バスケットには

未臨界維持のために中性子吸収材であるほう素を含むほう素添加アルミ

ニウム合金を用いている。 

 

８ 臨界安全評価における浸水の領域に関する事項 

 輸送容器は二次蓋及び三次蓋の多重の防水機能を有することから、輸

送容器内部への浸水がないが、臨界安全評価においては保守的な条件と

して微量の浸水を考慮している。なお、防水機構を有する部位の水密性に

留意した品質管理を実施する。 

 

９ 収納物の密封性に関する事項 

 輸送容器の密封境界は容器本体の胴及び底板と三次蓋で構成される。

三次蓋と本体上部フランジとの接合面には蓋側にふっ素ゴム製の O リン

グが設けられており、輸送中の密封機能を確保している。 

 

１０ BM型輸送物にあっては、BU型輸送物の設計基準のうち適合しない基準

についての説明 

 -40℃から-20℃までの周囲温度において、亀裂、破損等の生じるおそれ

がないことが確認されていない。 

 

１１ 輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項 

本輸送容器は兼用キャスクであり、貯蔵予定期間における経年変化を

考慮した本輸送容器の保守及び本核燃料輸送物の取扱いについては、申

請書に係る別紙 1のとおり。 

また、本核燃料輸送物の運搬は、周囲の温度-20℃以上で専用積載にて

実施する。 

 

１２ 輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に関する

事項 

輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）について

は、申請書に係る別紙 2のとおり。 

 

１３ その他特記事項 

本輸送容器は兼用キャスクであり、輸送容器の使用予定年数を 60 年、

貯蔵予定期間を 60年としている。 



 

外運搬規則等の改正に伴い本輸送物に係る技術上の基準が変更となっ

た場合及び新たな技術的知見が得られた場合は、設計への影響を評価し、

必要に応じて設計変更承認申請等の手続きを行う。 

詳細については、申請書に係る別紙 1のとおり。 

 

（別紙記載事項） 

別紙 1 輸送容器の設計及び核燃料物質等を当該輸送容器に収納した場合

の核燃料輸送物の安全性に関する説明書 

(イ)章 核燃料輸送物の説明  

(ロ)章 核燃料輸送物の安全解析  

(ハ)章 輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱方法  

(ニ)章 安全設計及び安全輸送に関する特記事項 

参 考 輸送容器の製作の方法の概要に関する説明 

 

別紙 2 輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に関

する説明書 

 













別紙 1 

 

 

 

 

輸送容器の設計及び核燃料物質等を当該輸送容器に収納した場合の 

核燃料輸送物の安全性に関する説明書 

 

 

 

 

1 核燃料輸送物の説明 ・・・・・・・・・・・(イ)章 

2 核燃料輸送物の安全解析 ・・・・・・・・・・・(ロ)章 

3 輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱方法 ・・・・・・・・・(ハ)章 

4 安全設計及び安全輸送に関する特記事項 ・・・・・・・・・(ニ)章 

参考 輸送容器の製作の方法の概要に関する説明 
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(ロ)章 核燃料輸送物の安全解析 
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(ロ)章 核燃料輸送物の安全解析 

本核燃料輸送物に関する安全解析は、本核燃料輸送物が「核燃料物質等の工場又は事

業所の外における運搬に関する規則(昭和 53年 12月 28日付、総理府令第 57号)」(以下

「外運搬規則」という。)及び「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関す

る技術上の基準に係る細目等を定める告示(平成 2 年 11 月 28 日付、科学技術庁告示第 5

号)」(以下「外運搬告示」という。)に基づいて、経年変化を考慮した上で BM 型輸送物

及び核分裂性輸送物(以下「BM 型核分裂性輸送物」という。)としての技術上の基準に適

合することを示している。 

本解析の概要は以下のとおりである。 

 

A. 構造解析 

構造解析では、通常輸送時において核燃料輸送物に亀裂、破損等が生じないことを確

認する他、一般及び特別の試験条件において密封解析の前提となる密封装置が健全であ

ることを確認した。 

また、熱及び遮蔽解析の評価条件を得るために一般及び特別の試験条件における核燃

料輸送物の状態を評価した。 

さらに、本核燃料輸送物は核分裂性輸送物であるため、核分裂性輸送物に係る一般及

び特別の試験条件における核燃料輸送物の状態についても評価した。 

 

B. 熱解析 

熱解析では、構造解析の評価結果に基づいて、一般及び特別の試験条件における輸送

物各部の温度及び圧力を評価し、構成部品の温度及び圧力が使用可能温度及び圧力を超

えないことを評価し、健全であることを確認するとともに、構造、密封、遮蔽及び臨界

解析の評価条件を与えた。 

また、一般の試験条件の日陰において人が容易に近づくことができる表面における温

度を評価し、基準値(85℃)を超えないことを確認した。 

 

C. 密封解析 

密封解析では、構造及び熱解析の評価結果並びに発送前検査における気密漏えい検査

合格基準に基づいて、一般及び特別の試験条件における放射性物質の漏えい率を評価し、

基準値を満足することを確認した。 

 

D. 遮蔽解析 

遮蔽解析では、構造及び熱解析の評価結果に基づいて、通常輸送時並びに一般及び特

別の試験条件における核燃料輸送物表面及び表面から 1m離れた位置の線量当量率を評価

し、基準値を満足することを確認した。 
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E. 臨界解析 

臨界解析では、構造解析の評価結果に基づいて、核分裂性輸送物に係る一般の試験条

件において、臨界評価に影響するような構造物の変形等が生じないことを示し、通常輸

送時における核燃料輸送物、孤立系における核燃料輸送物並びに核分裂性輸送物に係る

一般の試験条件下及び特別の試験条件下における孤立系及び配列系の各状態のいずれの

場合にも未臨界であることを確認した。 

 

F. 核燃料輸送物の経年変化の考慮 

使用予定期間中に想定される使用状況において、経年変化の要因として熱、放射線、

化学的変化による影響を評価した結果、レジン及び金属ガスケットについては熱による

経年変化の影響を考慮する必要があるが、その他の部材については技術上の基準に適合

していることを確認する上で、その影響は考慮する必要はないことを確認した。 

また、吊上げによる荷重、運搬中の内外圧差による荷重、蓋ボルトの締付けによる荷

重、熱膨張差による荷重を繰返し受けることから、経年変化の要因として疲労を考慮す

る必要がある。使用予定回数を踏まえた上で疲労を評価したところ、疲労破壊が生じる

おそれはないため、技術上の基準に適合していることへの影響はないことを確認した。 

 

G. 外運搬規則及び外運搬告示に対する適合性の評価 

以上の結果及び(イ)章の核燃料輸送物の説明を総合して、本核燃料輸送物の設計が外

運搬規則及び外運搬告示に定める技術基準に適合していることを確認した。 

 

以下、(ロ)章 A～Gに各解析、評価の詳細を示す。 
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(ニ)章 安全設計及び安全輸送に関する特記事項 

本核燃料輸送物の安全設計及び安全輸送に関する特記事項は以下のものとする。 

 

1. 近接防止金網の装着 

本核燃料輸送物は、発送前の温度測定検査で、日陰において輸送中人が容易に近

づくことができる表面温度が 85℃を超える場合は、近接防止金網を装着して輸送す

るものとする。 

 

2. 三次蓋及び緩衝体の取扱いについて 

本核燃料輸送物の三次蓋及び緩衝体は同型式の輸送容器間で共用する。 

また、安全性向上の観点から、緩衝材として使用する木材の経年変化に関する知

見の拡充の取り組みの一環として、緩衝体の使用に際しては、都度、輸送容器の使

用履歴を蓄積し、輸送前に、輸送容器の使用履歴、収納物の発熱量及び輸送時に想

定される環境温度を踏まえ、木材温度が、概ね実績のある温度の範囲内であること

を確認した後に輸送を行う。 

 

3. 技術基準が変更となった場合及び新たな技術的知見が得られた場合の対応について 

外運搬規則等の改正に伴い本核燃料輸送物に係る技術上の基準が変更となった場

合及び新たな技術的知見が得られた場合は、設計への影響を評価し、必要に応じて

設計変更承認申請等の手続きを行う。 
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(イ)章 輸送容器に係る品質管理の方法等(設計に係るものに限る。)に関する説明書 

 

A. 品質マネジメントシステム 

当社は、発電所の安全を達成・維持・向上させるため、「原子力施設の保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」及び「同規則の解釈」(以下「品管

規則」という。)並びに浜岡原子力発電所設置変更許可申請書本文第 11号「発電用原子炉

施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項」に基づき、

「浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定」に品質マネジメントシステム計画を定め、品質

マネジメントシステムを確立し、実施し、評価確認し、継続的に改善している。 

本申請に係る設計及び製造発注並びに取扱い及び保守の各段階における品質保証活動

は、この品質マネジメントシステムに基づき品質管理に必要な体制を適切に構築し、実施

する。 

組織は、保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し，当該文書に規定する事項

を実施する。 

a) 品質方針及び品質目標 

b) 品質マニュアル 

・品質マネジメントシステム計画 

・原子力品質保証規程 

・品質保証計画書 

 

A.1 品質マニュアル 

(1) 組織は、品質マニュアルを作成し、維持する。 

(2) 組織は、品質マニュアルに次に掲げる事項を含める。 

・品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

・保安活動の計画、実施、評価及び改善に関する事項 

・品質マネジメントシステムの適用範囲 

・品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

・プロセスの相互関係 

 

A.2 文書管理 

(1) 組織は、品質マネジメント文書を、以下の事項を含め、社内規定により、保安活動

の重要度に応じて管理する。 

・組織として承認されていない文書の使用、又は適切でない変更の防止 

・文書の組織外への流失等の防止 

・品質マネジメント文書の発行及び改訂に係る審査の結果、当該審査の結果に基づき

講じた措置並びに当該発行及び改訂を承認した者に関する情報の維持 
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(2) 組織は、要員が判断及び決定をするに当たり、適切な品質マネジメント文書を利用

できる(文書改訂時等の必要なときに当該文書作成時に使用した根拠等の情報が確

認できることを含む。)よう、品質マネジメント文書に関する次に掲げる事項を定め

た社内規定を作成する。 

a. 品質マネジメント文書を発行するに当たり、その妥当性を審査し、発行を承認

する。 

b. 品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するとともに、改訂に当た

り、その妥当性を審査し、改訂を承認する(a と同様に改訂の妥当性を審査し、

承認することをいう。)。 

c. 品質マネジメント文書の審査及び評価には、その対象となる文書に定められた

活動を実施する部門の要員を参画させる。 

d. 品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるようにす

る。 

e. 改訂のあった品質マネジメント文書を利用する場合においては、当該文書の適

切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保する。 

f. 品質マネジメント文書を、読みやすく容易に内容を把握することができるよう

にする。 

g. 組織の外部で作成された品質マネジメント文書を識別し、その配付を管理する。 

h. 廃止した品質マネジメント文書が使用されることを防止する。この場合におい

て、当該文書を保持するときは、その目的にかかわらず、これを識別し、管理

する。 

 

A.3 品質記録の管理 

(1) 組織は、品管規則に規定する個別業務等要求事項への適合及び品質マネジメント

システムの実効性を実証する記録を明確にするとともに、当該記録を、読みやすく

容易に内容を把握することができ、かつ、検索することができるように作成し、保

安活動の重要度に応じてこれを管理する。 

(2) 組織は、(1)の記録の識別、保管、保存、保護、検索及び廃棄に関し、所要の管理

の方法を定めた社内規定を作成する。 

 

B. 申請者の責任 

1. 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

社長は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、責任を持って品質マネジメ

ントシステムを確立させ、実施させるとともに、その実効性を維持していることを、次

に掲げる業務を行うことによって実証する。 

・品質方針を定める。 
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・品質目標が定められているようにする。 

・要員が、健全な安全文化を育成し、及び維持することに貢献できるようにする。 

・マネジメントレビューを実施する。 

・資源が利用できる体制を確保する。 

・関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を要員に周

知する。 

・保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を有することを要員に認識させ

る。 

・全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説

明する責任を考慮して確実に行われるようにする。 

 

2. 原子力の安全の確保の重視 

社長は、組織の意思決定に当たり、機器等及び個別業務が個別業務等要求事項に適合

し、かつ、原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれないようにする。 

 

3. 品質方針 

社長は、品質方針(健全な安全文化を育成し、及び維持することに関するもの(この場

合において、技術的、人的及び組織的要因並びにそれらの間の相互作用が原子力の安全

に対して影響を及ぼすものであることを考慮し、組織全体の安全文化のあるべき姿を

目指して設定していること。)を含む。)が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

・組織の目的及び状況に対して適切なものである(組織運営に関する方針と整合的な

ものであることを含む。)。 

・要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長が責任を

持って関与する。 

・品質目標を定め、評価するに当たっての枠組みとなるものである。 

・要員に周知され、理解されている。 

・品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与する。 

 

4. 計画 

4.1 品質目標 

(1) 社長は、部門において、品質目標(個別業務等要求事項への適合のために必要な

目標を含む。)が定められているようにする。これには、品質目標を達成するため

の計画として、次の事項を含む。 

・実施事項 

・必要な資源 

・責任者 
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・実施事項の完了時期 

・結果の評価方法 

(2) 社長は、品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、かつ、品質方針

と整合的なものとなるようにする。 

 

4.2 品質マネジメントシステムの計画 

(1) 社長は、品質マネジメントシステムが品質マネジメントシステムに係る要求事

項に適合するよう、その実施に当たっての計画が策定されているようにする。 

(2) 社長は、品質マネジメントシステムの変更(プロセス、組織等の変更(累積的な影

響が生じ得るプロセス及び組織の軽微な変更を含む。)を含む。)が計画され、そ

れが実施される場合においては、当該品質マネジメントシステムが不備のない状

態に維持されているようにする。この場合において、保安活動の重要度に応じて、

次に掲げる事項を適切に考慮する。 

・品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得る結果(当

該変更による原子力の安全への影響の程度の分析及び評価、並びに当該分析及

び評価の結果に基づき講じた措置を含む。) 

・品質マネジメントシステムの実効性の維持 

・資源の利用可能性 

・責任及び権限の割当て 

 

5. 責任、権限及びコミュニケーション 

5.1 責任及び権限 

社長は、組織及び要員の責任(組織の内外に対し保安活動の内容について説明する

責任を含む。)及び権限並びに部門相互間の業務の手順を定めさせ、関係する要員が

責任を持って業務を遂行できるようにする。 

 

5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

(1) 社長は、原子力本部長を品質保証活動(内部監査を除く。)の実施に係る品質マネ

ジメントシステム管理責任者として定める。 

(2) 社長は、経営考査室長を内部監査に係る品質マネジメントシステム管理責任者

として定める。 

(3) 社長は、品質マネジメントシステム管理責任者に、次に掲げる業務に係る責任及

び権限を与える。 

・プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているように

する。 

・品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性について社長に報
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告する。 

・健全な安全文化を育成し、及び維持することにより、原子力の安全の確保につい

ての認識が向上するようにする。 

・関係法令を遵守する。 

 

5.3 管理者 

(1) 社長は、次に掲げる業務を管理監督する地位にある者(以下「管理者」という。)

に、当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権限を与える。なお、管理者

に代わり、個別業務のプロセスを管理する責任者を置いて、その業務を行わせる

ことができる。この場合において、当該責任者の責任及び権限は、文書で明確に

定める。 

・個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持さ

れているようにする。 

・要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにする。 

・個別業務の実施状況に関する評価を行う。 

・健全な安全文化を育成し、及び維持する。 

・関係法令を遵守する。 

(2) 管理者は、(1)の責任及び権限の範囲において、原子力の安全のためのリーダー

シップを発揮し、次に掲げる事項を確実に実施する。 

・品質目標を設定し、その目標の達成状況を確認するため、業務の実施状況を

監視測定する。 

・要員が、原子力の安全に対する意識を向上し、かつ、原子力の安全への取組

を積極的に行えるようにする。 

・原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を、関係する要員に確実に

伝達する。 

・常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに、要員が、

積極的に原子炉施設の保安に関する問題の報告を行えるようにする。 

・要員が、積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにする。 

(3) 管理者は、管理監督する業務に関する自己評価(安全文化についての弱点のある

分野及び強化すべき分野に係るものを含む。)を、あらかじめ定められた間隔で

行う。 

 

5.4 組織の内部の情報の伝達 

社長は、組織の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立されているようにす

るとともに、品質マネジメントシステムの実効性に関する情報が確実に伝達される

ようにする。 
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原子力本部長は、原子力部長に組織内のコミュニケーションを図るために必要な

会議体等及びその目的、構成、付議事項を社内規定に定めさせ、品質マネジメントシ

ステムの実効性に関しての情報交換を行う。 

また、経営考査室長は、原子力内部監査に関する社内規定を定め、品質マネジメン

トシステムの実効性に関しての情報交換を行う。 

 

6. マネジメントレビュー 

社長は、品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに、改善の機会を得て、

保安活動の改善に必要な措置を講ずるため、社内規定に基づき、品質マネジメントシス

テムの評価を、あらかじめ定められた間隔で行う。 

 

7. 組織 

品質マネジメントシステム遂行に係る申請者、容器製造者等の組織について、責任体

制に係る関係を(ｲ)-第 B.1図に示す。また、組織の体制図を(ｲ)-第 B.2図に示す。 
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(イ)-第 B.1図 責任体制に係る関係 

 

 

 

(ｲ)-第 B.2図 体制図(1/2) 

 

 

 

申 請 者 

（当 社） 

・核燃料輸送物の技術仕様の提示 

・輸送容器の発注 

安全解析書作成委託契約 

輸送容器発注 

容器設計者・製造者 
・輸送容器の設計 

・輸送容器の製造 

契約関係 
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(ｲ)-第 B.2図 体制図(2/2) 
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C. 教育・訓練 

(1) 組織は、個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し、意図した結果を達成するため

に必要な知識及び技能並びにそれを適用する能力(以下「力量」という。この力量に

は、組織が必要とする技術的、人的及び組織的側面に関する知識を含む。)が実証さ

れた者を要員に充てる。 

(2) 組織は、要員の力量を確保するために、保安活動の重要度に応じて、次に掲げる業務

を社内規定に従って行う。 

・要員にどのような力量が必要かを明確に定める。 

・要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置(必要な力量を有する要員を新

たに配属し、又は雇用することを含む。)を講ずる。 

・教育訓練その他の措置の実効性を評価する。 

・要員が、自らの個別業務について次に掲げる事項を認識しているようにする。 

①品質目標の達成に向けた自らの貢献 

②品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

③原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

・要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

D. 設計管理 

輸送容器が設計要求事項に適合することを確実にするため、組織は、社内規定を定め、

次の事項を実施する。 

1. 設計開発計画 

(1) 組織は、設計開発(専ら原子炉施設において用いるための設計開発に限る。)の計画

(以下「設計開発計画」という。)を策定する(不適合及び予期せぬ事象の発生等を

未然に防止するための活動を行うことを含む。)とともに、設計開発を管理する。

この設計開発には、設備、施設、ソフトウェア及び手順書等に関する設計開発を含

む。この場合において、原子力の安全のために重要な手順書等の設計開発について

は、新規制定の場合に加え、重要な変更がある場合にも行う必要がある。 

(2) 組織は、設計開発計画の策定において、次に掲げる事項を明確にする。 

・設計開発の性質、期間及び複雑さの程度 

・設計開発の各段階における適切な審査、検証及び妥当性確認の方法並びに管理体制 

・設計開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

・設計開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

(3) 組織は、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがなされる

ようにするために、設計開発に関与する各者間の連絡を管理する。 

(4) 組織は、(1)により策定された設計開発計画を、設計開発の進行に応じて適切に変

更する。 
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2. 設計開発に用いる情報 

(1) 組織は、個別業務等要求事項として設計開発に用いる情報であって、次に掲げるも

のを明確に定めるとともに、当該情報に係る記録を作成し、これを管理する。 

・機能及び性能に関する要求事項 

・従前の類似した設計開発から得られた情報であって、当該設計開発に用いる情報と

して適用可能なもの 

・関係法令 

・その他設計開発に必要な要求事項 

(2) 組織は、設計開発に用いる情報について、その妥当性を評価し、承認する。 

 

3. 設計開発の結果に係る情報 

(1) 組織は、設計開発の結果に係る情報を、設計開発に用いた情報と対比して検証する

ことができる形式により管理する。 

(2) 組織は、設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり、あらかじめ、当該設計開

発の結果に係る情報を承認する。 

(3) 組織は、設計開発の結果に係る情報を、次に掲げる事項に適合するものとする。 

・設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものである。 

・調達、機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供するものである。 

・合否判定基準を含むものである。 

・機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が明確である。 

 

4. 設計開発のレビュー 

(1) 組織は、設計開発の適切な段階において、設計開発計画に従って、次に掲げる事項

を目的とした体系的な審査(以下「設計開発レビュー」という。)を実施する。 

・設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価する。 

・設計開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を明確にし、必要な措置を

提案する。 

(2) 組織は、設計開発レビューに、当該設計開発レビューの対象となっている設計開発

段階に関連する部門の代表者及び当該設計開発に係る専門家を参加させる。 

(3) 組織は、設計開発のレビューの結果の記録及び当該設計開発レビューの結果に基

づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

5. 設計開発の検証 

(1) 組織は、設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態を確保するた

めに、設計開発計画に従って検証を実施する(設計開発計画に従ってプロセスの次
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の段階に移行する前に、当該設計開発に係る個別業務等要求事項への適合性の確

認を行うことを含む。)。 

(2) 組織は、(1)の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づき講じた措置に係る記

録を作成し、これを管理する。 

(3) 組織は、当該設計開発を行った要員に(1)の検証をさせない。 

 

6. 設計開発の妥当性確認 

(1) 組織は、設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認するために、設計

開発計画に従って、当該設計開発の妥当性確認(以下「設計開発妥当性確認」とい

う。)を実施する(機器等の設置後でなければ妥当性確認を行うことができない場

合において、当該機器等の使用を開始する前に、設計開発妥当性確認を行うことを

含む。)。 

(2) 組織は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじめ、設計開発妥当性

確認を完了する。 

(3) 組織は、設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計開発妥当性確認の結果に

基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

7. 設計開発の変更の管理 

(1) 組織は、設計開発の変更を行った場合においては、当該変更の内容を識別すること

ができるようにするとともに、当該変更に係る記録を作成し、これを管理する。 

(2) 組織は、設計開発の変更を行うに当たり、あらかじめ、審査、検証及び妥当性確認

を行い、その変更を承認する。 

(3) 組織は、(2)の変更の審査において、設計開発の変更が原子炉施設に及ぼす影響の

評価(当該原子炉施設を構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。)を行

う。 

(4) 組織は、(2)の審査、検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果に基づき講じ

た措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

E. 輸送容器の製造発注 

輸送容器が調達要求事項に適合することを確実にするため、組織は、社内規定を定

め、次の事項を実施する。 

1. 容器製造者の評価 

(1) 組織は、調達物品等要求事項に従い、調達物品等を供給する能力を根拠として調達

物品等の供給者を評価し、選定する。 

(2) 組織は、調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定める。 

(3) 組織は、(3)の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講じた措置に係る記



(イ)-12 

録を作成し、これを管理する。 

 

2. 容器製造者への品質マネジメントシステム要求事項 

(1) 組織は、調達物品等に関する情報に、次に掲げる調達物品等要求事項のうち、該当

するものを含める。 

・調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 

・調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

・調達物品等の供給者の品質マネジメントシステムに係る要求事項 

・調達物品等の不適合の報告(偽造品又は模造品等の報告を含む。)及び処理に係る要

求事項 

・調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し、及び維持するために必要な要求事

項 

・一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求事項 

・その他調達物品等に必要な要求事項 

(2) 組織は、調達物品等要求事項として、組織が調達物品等の供給者の工場等において

使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の原子力規制委員会の職員による

当該工場等への立入りに関することを含める。 

(3) 組織は、調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提供するに当たり、

あらかじめ、当該調達物品等要求事項の妥当性を確認する。 

(4) 組織は、調達物品等を受領する場合には、調達物品等の供給者に対し、調達物品等

要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる。 

 

3. 輸送容器の製作に係る検査及び品質監査による検証 

(1) 組織は、調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているようにするために必要

な検証の方法を定め、実施する。 

(2) 組織は、調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証を実施すること

としたときは、当該検証の実施要領及び調達物品等の供給者からの出荷の可否の

決定の方法について調達物品等要求事項の中で明確に定める。 

 

F. 取扱い及び保守 

組織は、核燃料輸送物の発送前検査、輸送容器の保守の品質管理方針及び輸送容器管理

方法について、それぞれ実施要領等を策定し、実施する。 
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G. 測定、分析及び改善 

G.1 内部品質監査 

(1) 組織は、品質マネジメントシステムについて、次に掲げる要件への適合性を確認す

るために、保安活動の重要度に応じて、あらかじめ定められた間隔で、客観的な評

価を行う部門により内部監査を実施する。 

・品質マネジメントシステム計画に基づく品質マネジメントシステムに係る要求事

項 

・実効性のある実施及び実効性の維持 

 

G.2 不適合品の管理 

(1) 組織は、個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され、又は個別業務が実施

されることがないよう、当該機器等又は個別業務を特定し、これを管理する。 

(2) 組織は、不適合の処理に係る管理(不適合を関連する管理者に報告することを含

む。)並びにそれに関連する責任及び権限を社内規定に定める。 

(3) 組織は、次に掲げる方法のいずれかにより、不適合を処理する。 

a. 発見された不適合を除去するための措置を講ずる。 

b. 不適合について、あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及ぼす影響に

ついて評価し、機器等の使用又は個別業務の実施についての承認を行う(以下「特

別採用」という。)。 

c. 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を講ずる。 

d. 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については、その不適合に

よる影響又は 起り得る影響に応じて適切な措置を講ずる。 

(4) 組織は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置(特別採用を含

む。)に係る記録を作成し、これを管理する。 

(5) 組織は、(3)aの措置を講じた場合においては、個別業務等要求事項への適合性を

実証するための検証を行う。 

(6) 組織は、原子炉施設の保安の向上を図る観点から、社内規定に定める公開基準に従

い、不適合の内容をニューシアへ登録することにより、情報の公開を行う。 

 

G.3 是正処置及び予防処置 

1. 是正処置 

(1) 組織は、個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響に応じて、次に

掲げるところにより、速やかに適切な是正処置を講じる。 

・是正処置を講ずる必要性について次に掲げる手順により評価を行う。 

①不適合及びその他の事象の分析(「情報の収集及び整理」並びに「技術的、

人的及び組織的側面等の考慮」を含む。)及び当該不適合の原因の明確化(必
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要に応じて、日常業務のマネジメントや安全文化の弱点のある分野及び強

化すべき分野との関係を整理することを含む。) 

②類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の事象が発

生する可能性の明確化 

・必要な是正処置を明確にし、実施する。 

・講じた全ての是正処置の実効性の評価を行う。 

・必要に応じ、計画において決定した保安活動の改善のために講じた措置を変更

する。 

・必要に応じ、品質マネジメントシステムを変更する。 

・原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合(単独の事象では原子力の安

全に及ぼす程度は小さいが、同様の事象が繰り返し発生することにより、原子

力の安全に及ぼす影響の程度が増大するおそれのあるものを含む。)に関して、

根本的な原因を究明するために行う分析の手順を確立し、実施する。 

・講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し、これを管理する。 

(2) 組織は、(1)に掲げる事項について、社内規定に定める。 

(3) 組織は、手順書等に基づき、複数の不適合その他の事象に係る情報から類似する

事象に係る情報を抽出し、その分析を行い、当該類似の事象に共通する原因を明

確にした上で、適切な措置を講じる。 

 

2. 予防処置 

(1) 組織は、原子力施設その他の施設の運転経験等の知見(BWR事業者協議会で取り

扱う技術情報及びニューシア登録情報を含む。)を収集し、自らの組織で起り得

る不適合(原子力施設その他の施設における不適合その他の事象が自らの施設

で起る可能性について分析を行った結果、特定した問題を含む。)の重要性に応

じて、次に掲げるところにより、適切な未然防止処置を講じる。 

・起り得る不適合及びその原因について調査する。 

・未然防止処置を講ずる必要性について評価する。 

・必要な未然防止処置を明確にし、実施する。 

・講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行う。 

・講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し、これを管理する。 

(2) 組織は、(1)に掲げる事項について、社内規定に定める。 


